
（別紙共通第２号様式）

（取扱金融機関）

　次のとおり、中小企業総合振興資金の融資を受けたいので申込みをいたします。

【資金名】

ライフステージ対応

経済環境変化対応 資金

一般経営

【貸付区分】

貸付

【融資対象】

（　　　　　　　）　　　　－

（　　　　　　　）　　　　－

（※）許認可書等の写しの添付がある場合は記入省略可

【金融機関確認欄】

＜融資対象要件＞

融資対象要件に適合

要件確認　特に留意する事項

　（融資対象(3)ア－Ａ、(3)ア－Ｂ）｣「コロナ克服サポート貸付」｢一般貸付｣

｢小規模企業貸付（融資対象(1),(2)）｣のいずれか）

２　申込人は、貸付区分毎に定める融資対象要件を満たしているか（中小企業者等かどうか　等）

３　融資金額は、貸付区分毎に定める限度額を超過していないか

４　金利は、貸付区分毎に定める利率となっているか（変動金利の場合、融資期間は３年超か）

５　融資期間は、貸付区分毎に定める最長期間を超えていないか（小規模企業貸付を除き、１年超か）

６　資金使途は、貸付区分毎に定める使途に該当しているか

＜中小企業者要件＞

株式会社・有限会社・合資会社・合名会社・合同会社、個人事業主（従業員数のみ）

→ 製造業等（運送業・建設業・鉱業等を含み、①を除く）

：資本金3億円以下または従業員数300人以下

①ゴム製品製造業（自動車･航空機用タイヤ･チューブ製造業・工業用ベルト製造業を除く）

：資本金3億円以下または従業員数900人以下

卸売業 ：資本金1億円以下または従業員数100人以下

小売業（飲食業を含む） ：資本金5,000万円以下または従業員数50人以下

サービス業（②・③を除く） ：資本金5,000万円以下または従業員数100人以下

②ソフトウェア業・情報処理サービス業 ：資本金3億円以下または従業員数300人以下

③旅館業 ：資本金5,000万円以下または従業員数200人以下

医業 ：従業員数 個人100人以下・法人300人以下

医療法人・一般社団･財団法人・公益社団･財団法人・社会福祉法人

→ 医業を主たる事業とする法人で、従業員数300人以下

特定非営利活動法人

→ 従業員数300人以下（小売業は50人以下、卸売業・サービス業は100人以下）

学校法人・宗教法人は対象外

許認可
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サポート貸付及び一般貸付
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１　直接申込みができる貸付区分か（｢企業体質強化貸付」｢経営環境変化対応貸付

：

北海道中小企業総合振興資金融資申込書

年　　月　　日

様

連絡先

電話

ＦＡＸ

直接申込


